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本稿は，イギリス議会下院特別委員会（SelectCommittees）による国政調査制度に

ついて，TonyBlair政権下における改革動向に着目して，検討するものである。最初

に，筆者の問題関心を明らかにしておきたい。

曰本国憲法は，議院の権能として国政調査権を明定し，議院が調査手段として証人喚

問権及び文書提出要求権を有することを認めている（第62条)。憲法学説においては従

来，国政調査権に関して，補助的権能説と独立権能説との対立に代表される「本質｣，司

法権との関係に代表される「限界」が主に論じられてきた'。すなわち，「権能」たる国

政調査に係る解釈論が議論の中心であったと言える。筆者は，この議論の重要性を否定

はしない。行政秘密に対する調査や私人に対する調査の限界，証人保護のあり方など，

解明を要する問題は依然として残されている。

１筆者による整理として，木下和朗「国政調査権の意義と限界」高橋和之＝大石眞（編）『憲法

の争点［第３版]」（ジュリスト増刊・1999年）所収176頁以下参照。
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【論説】

ただし，今日の衆参両議院における国政調査の運用をめぐる重大な問題は，権能とし

ての限界とは別の側面にも存すると解される。すなわち，国政調査とりわけ，証人喚問

が与野党間の政争の具として時に用いられる一方，「平時」における国政調査の「存在

感」が希薄であるということである。政争の具として用いられることは，既に例証され

ている2。「存在感」が希薄であるとは，調査と議案の審議との関係が必ずしも明確でな

い上に，そもそも，証人尋問や提出された書類等を踏まえて，委員会ないし議院として

いかなる認定,評価に至ったかという「調査」の内容が明らかでないということである。

この原因を考えるに，議院の権能たる国政調査の限界というよりはむしろ，国政調査

権の限界内にある権能の用い方，すなわち，国政調査「制度」の内容及び実効性（effec-

tiveness）にあるのではないか。具体的には，次のような国政調査「制度」の有り様を

指摘できるのである。第一に，審査を任務とする常任委員会が，所管に属する事項につ

いて国政調査を遂行できる。議院内閣制における政府と議院との対立は，与野党の対立

軸を基本とする。この結果，与党が成立させなければならない重要法案を抱える場合，

野党が，審議に応ずることと引き替えに，国政調査を要求する（法案を人質に取る）こ

とを長らく国会戦術の手法として重用してきた。与党は，議案の成立を取るか，または，

国政調査によって生ずる政治上のダメージを避けるかの比較衡量を強いられるのであ

る3．第二に，常任委員会における国政調査の実態として，一般的・抽象的事項を委員会

の調査事項とした上で，具体的な調査事項は委員の自由な選択に委ねて質疑が行われる，

一般調査が中心となっている。この結果，委員会が国政調査として何をなすべきか明確

に位置づけられていないきらいがある4．第三に，要するに，「わが国の国政調査制度は，

常任委員会が議長の承認という簡便な仕方で調査権を発動することができ，しかも最終

的な事実認定を行わず，調査報告の作成も義務づけられていないという，いわば異例尽

くしのもの｣５である。

この問題の解決について，憲法学説における関心は必ずしも高くない。確かに，国政

調査の主体，権限及び手続の決定は第一次的には，議院自律権の問題である。しかし，

国政調査権の実効性の確保という観点から，国政調査「制度」の設計を構想することは，

２近時の事例の一覧につき，加藤祐一「衆議院における国政に関する調査の事例」議会政治研

究78号（2006年）３２頁以下，木下博文「参議院における国政に関する調査の事例」議会政治研

究78号（2006年）３９頁以下参照。

３向大野新治『衆議院－そのシステムとメカニズムー』（東信堂・2002年）155-156頁。

４松沢浩一「国政調査権の運用に関する基本問題」日本法学47巻１号（1981年）８５頁以下，108‐

109頁。

５大石眞「国会改革をめぐる憲法問題」法学論叢141巻６号（1997年）１頁以下，１３頁。
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イギリス議会下院における国政調査制度(一）C

憲法学の問題として意義があろう。

以上の問題関心から，イギリス議会下院における特別委員会，とりわけ，その中心を

なす省庁別委員会の制度内容及び運用，並びに，制度改革をめぐる動向は，有意義な比

較議会法上の素材を提供するであろう6。そこで，本稿においては，特別委員会による国

政調査の特徴（第１章）及び特別委員会制度の内容（第２章）を概観した後，政府監視

を目的とする調査を任務とする省庁別委員会の改革動向（第３章)，立法過程における

特別委員会の活用（第４章)，2005年調査法をはじめとする国民の関心事に応える政治

調査の制度設計（第５章）を検討することとする。

第１章特別委員会による国政調査の特徴

国政調査権は議院の権能である。ただし，その行使に際しては，委員会が中心的役割

を果たす。イギリス議会下院において，国政調査権の行使主体は特別委員会（Select

Committees）である。

特別委員会による国政調査の基本的特徴として，我が国との比較を念頭に置くならば，

次の４点を挙げ得る。第一に，調査を任務とする特別委員会は，原則として議案の審査

を任務としない。第二に，２０世紀以降の慣行であるが，特別委員会委員が原則として平

議員（backbenchers）に限られる。第三に，特別委員会による調査においては，議会侮

辱罪を背景とする強制力を有する証人召喚権及び文書提出要求権をほとんど行使するこ

となく，我が国でいうところの参考人招致や文書提出要請という非公式の手段によって

調査を遂行するという慣行が主流である。第四に，今日において特別委員会による調査

の意義は，政府監視を目的とする調査に主に認められる。

６イギリス議会下院における国政調査制度に関する拙稿として，木下和朗「イギリス庶民院に

おける調査委員会制度（一）～（三．完）－国政調査権に関する制度考察一」北大法学論集４４

巻５号（1994年）1229頁以下，４４巻６号（1994年）1779頁以下，４５巻１＝２号（1994年）151頁以

下参照。本稿（特に第３章以下）は，拙稿公表以後の動向を検討する続編である。

イギリスにおける国政調査権を扱う邦語文献につき，木下・前掲（－）1237頁註（14）に挙

げた文献のほか，原度「イギリス下院の委員会制度」議会政治研究35号（1995年）２１頁以下，

衆議院調査局議会制度等研究グループ「日米英国議会における予算及び国政調査等一予算・決

算審議及び国政調査等における日米英国の比較一」RESEARCHBUREAU論究３号（2006年）

134頁以下など参照。
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【論説】

１全院伝統における委員会の任務７

国政調査権の行使主体が特別委員会であるということの意味は，下院における委員会

制度の特殊性と併せて理解する必要がある。「特別委員会」とは，①「特に指名された

何人かの議員から構成」され，②「特定の事項ないし法案を，審査，調査または処理す

るために設置される委員会」をいう。特別委員会は，議院に所属する議員全員から構成

される「全院委員会」（CommitteeofthewholeHouse）と対になる機関である。さ

らに，わが国の衆参両議院の委員会と異なり，「審査」（debate）と「調査」（inquiry）

という二つの任務を委員会に同時に授権しないのが原則である。この結果，特別委員会

が「調査のための委員会」（調査を任務とする委員会）である一方，全院委員会，及び，

｢全院委員会のミニチュア」たる常設委員会（standingcommittees）が「審査のため

の委員会」（議案の審査を任務とする委員会）と位置づけられる。

特別委員会が「調査のための委員会」とされる理由は二つの側面からまとめられる。

第一に，歴史的理由として，「全院伝統｣，すなわち，全院委員会と議院内閣制の発展に

よって，「行政の責任は全体としての内閣，立法の責任は全体としての議院」に集中す

べしという伝統精神が形成されたことである。この結果，全院伝統と表裏をなす，少人

数から構成される特別委員会に対する不信が存する。委員会は，常に議院に従属して活

動しなければならず，議院は，多くの権限を委員会に授権することに同意してこなかっ

たのである。第二に，機能的理由として，公的ではあるが，政治的でなく，また利害対

立的でもない事項に関する，注意深く詳細な調査や証拠の検討及び考量という，議院

(全院）に適さない任務の遂行が特別委員会の主要な機能とされたことである。

２平議員対大臣という対立軸８

特別委員会は平議員にとって重要な活動の場の一つである。他方，議会政治の場にお

いても，平議員から構成される特別委員会は，政党指導部（frontbench）から自律した

政治勢力となりつつある。したがって，平議員のみから構成される特別委員会，特に省

庁別委員会の調査活動は，政府与党対反対党（Opposition，野党第一党）に加えて，政

党指導部対平議員，議院（全院）対特別委員会という多様な対立軸における微妙な政治

バランスの上に運用されるのである。

７詳細につき，木下・前掲註（６）（一）1238-1243頁（第１章第１節第１款）参照。

８木下・前掲註（６）（三）193-194頁（第４章第４節第４款）も参照。
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イギリス議会下院における国政調査制度(－）

平議員対大臣という対立軸を含む特別委員会の運用については，二大政党制下におけ

る対決の政治を阻害し得ると批判される一方，下院に対する政府の政治責任確保の観点

から意義が見出される。なぜなら，内閣統治制（CabinetGovernment）が確立した現

代イギリス議会政の状況において，政府の責任追及は野党の独占的機能でないからであ

る。むしろ，二大政党制の枠を超えた議員の活動が政府の政治責任を確保する手段とし

て重要視される。このような二大政党制の枠を超える制度の一つとして，与野党の平議

員が委員を構成し，超党派的審議形態を採用し，時には委員が一致して政府に批判的な

報告書を作成する省庁別委員会の意義が認められるのである。

３証人召喚権及び文書提出要求権に依拠しない調査活動，

継続的調査を任務とする特別委員会には,証人召喚権及び文書提出要求権（powerto

sendforpersons，papersandrecords）が授権される。当該権限は，議会侮辱罪

(Contempt）を背景とする強制力を有する。しかし現在，特別委員会による調査におい

ては，このような正規の権限を行使せず，我が国でいうところの参考人招致や文書提出

要請という非公式の手段によって調査を遂行するという慣行が主流となっている。特別

委員会の調査遂行を支えるものは，公開性である。また，我が国のような正規の手続を

経た「証人」とそうでない「参考人」との区別も無く，“witness，，として同様に取り扱

われる'0゜

このような慣行が発展した理由は次のようにまとめられる。第一に，特別委員会の任

務が政府監視を目的とする調査になった結果，証人召喚権及び文書提出要求権が及ばな

い者（大臣，国務大臣［SecretaryofState］を長とする官庁など）が主要な調査対象

となっている。第二に，他方，証人召喚権及び文書提出要求権が及ぶ者については，委

員会の調査活動に対する協力が普及し，招致や文書提出要請を以て調査を遂行できる。

第三に，近時，特権侵害罪及び議会侮辱罪の適用自体に下院が慎重であることも背景と

なる。第四に，政治的観点から，正規の権限発動は委員会にとって必ずしも利益となら

ない。すなわち，問題が議院というより広い政治フォーラムへ移ることは，委員会が事

件を処理できなくこと，手続が面倒になること，もし，政党間の政治的駆け引きの問題

(partypoliticalfootball）となるならば，委員会が望む結果を最終的に得る保証がな

９詳細につき，木下・前掲註（６）（－）1251-1259頁（第１章第２節）参照。

１０本稿においてはwitnessを「証人」と訳する。ただし，証人は，特に断らない限り，非公式の

要請に応ずる者を含む。
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【論説】

いことを意味するのである'1。

４特別委員会による国政調査の意義＝政府監視調査

(1)国政調査の類型

特別委員会による調査の意義及至目的を制度史に照らして理解しようとする場合，下

院の機能（function）に応じて調査を類型化することが有益である。下院の機能は，①

立法，②財政，③政府の統制（③(a)政府監視，③(b)苦情の救済）に類型化できる。こ

れらの機能に応じて，特別委員会による調査もまた，①立法調査，②財政調査，③政府

監視調査,④政治調査に分類できる'２．

(2)制度史の特徴

以上の類型を踏まえて特別委員会による調査活動の歴史的展開を捉えるならば，次の

ような特徴が見出される。第一に，議院内における議員の活動が党派性を帯びるに従い，

委員会による調査が中立性を維持できなくなり，特別委員会による政治調査が衰退した。

第二に，行政活動の拡大と専門化に応じた，立法過程における議会の役割低下にともな

い，特別委員会による法案起草段階の立法調査が衰退した'3.第三に，内閣統治制の下，

政府の政策と活動に対する監視という下院の機能強化が主張され，そのための手段とし

て特別委員会改革が主張された。当該改革を通じて，政府監視調査を任務とする特別委

員会が発展し，1979年，省庁別委員会の設置に結実した'4。要するに，特別委員会による

調査の現代的意義は，政府監視調査を遂行する点に主に認められていると言えるのであ

る。

１１RoBERTRoGERs＆RHoDRIWALTERs，HowPARLIAMENTWoRKs358（6ｔｈｅｄ２００６)．

１２詳細につき，木下・前掲註（６）（一）1259-1262頁（第２章第１節第１款）参照。

１３詳細につき，木下・前掲註（６）（－）1281-1291頁（第２章第３節）参照。ただし，立法調査

に関しては近時，「復権」とも解し得る動向が見られる（本稿・第４章参照)。

１４詳細につき，木下・前掲註（６）に）～（三）（第３章～第４章）参照。

８熊本ロージヤーナル第１号(2007.9）



イギリス議会下院における国政調査制度(－）

第２章特別委員会制度の概要

１総説

特別委員会制度の基本構造は，現在に至るまで大きな変化がない'516．調査を本来の

任務とすることから，「調査」概念が特別委員会の基本構造及び議事手続に反映してい

る。第一に，証人召喚権及び文書提出要求権を議院が特別委員会に授権することは当然

とされる'7．第二に，超党派的な合意形成を中心とする審議形態がとられる。第三に，

委員会の議院への従属性を確保するため，「調査」という任務の中に，事実の認定及び

評価（証拠の収集，一定の結論）のみならず議院への報告までが包含され'８，そのため

の手続が設けられている。

２設置及び種類

(1)設置

特別委員会の設置根拠は，①議院が議決する付託命令（orderofreference)，②議会

期（Parliament）終了まで効力を有する時限規則（temporarystandingorder)'9，ま

１５本章は，木下・前掲註（６）（－）1243-1250頁（第１章第１節第２款)，同（三）154-158頁

（第４章第２節）に基づき，2005-06年会期終了時点までの所要の改訂を加えて，再構成したも

のである。したがって，記述が重なる部分については，註記を略している。下院規則に関して

は，2005年10月の規則（ＨＣ４１６［2005-06]，StandingＯｒｄｅｒｓｏｆｔｈｅＨｏｕｓｅｏｆＣｏｍｍｏｎｓ：

PublicBusiness2005(2)）に拠る。下院規則（一般法律案に係る議事)(StandingOrdersofthe

HouseofCommons:PublicBusiness）につき，ｓｅｅ〈http://www・publications・parliament、

ｕｋ/pa/cｍ/cmstordshtm>、

１６特別委員会制度につき，ｓｅｅｇｅ"e7aJly,ERsKINEMAY,PARLIAMENTARYPRAcTIcE738-93（23ｄ

ｅｄｂｙＳｉｒＷｉｌｌｉａｍＭｃＫａｙ２００４)；RoBERTBLAcKBuRN＆ANDREwKENNoN,GRIFFITH＆RYLE

oNPARLIAMENT：FuNcTIoNs，PRAcTIcEANDPRocEDuREs569-634（2ｄｅｄ２００３)；PAuLEvANs，

HANDBOOKoFHousEoFCoMMoNsPRocEDuRE17-20,211-24（4ｔｈｅｄ２００３)；RoBERTRoGERs＆

RHoDRIWALTERs，HowPARLIAMENTWoRKs344-78（6ｔｈｅｄ２００６)；HouseofCommons

InformationOffice,DepartmentalSelectCommittees（HouseofCommonsFactsheetP2，

ProcedureSeries）（Nov2006)．

１７Ｊ・Redlich,RechtundTechnikdesEnglischenParlamentarismus,Ｓ４７１（1905)；lA

LLowELL,THEGovERNMENToFENGLAND267（newed、1920)．

l8ERIcTAYLoR，ＣｏＭＭｏＮｓＡＴＷＯＲＫ１７７（lstedl951)．

１９近時の代表例は，1997-2001年議会期以降設置されている下院現代化委員会（Select

CommitteeonModernisationｏｆｔｈｅＨｏｕｓｅｏｆＣｏｍｍｏｎｓ）である。2005-年議会期の時限

規則（2005年７月13日）につき，ｓｅｅＨＣ４１６（2005-06)，ｓｕｐｍｎｏｔｅｌ５,ａｔ162.
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たは，③議院規則（StandingOrders）の何れかである。付託命令を設置根拠とする場

合，通常，付託命令は会期（session）限りで有効であるから，特別委員会は会期を超え

て存続できない。付託された任務が会期内に完了しない場合，次会期の開会時に付託命

令が改めて議決され，委員会が再設置，委員が再任命される。そして，任務完了まで，

付託命令の議決，設置及び委員任命を繰り返すことになる。ただし現在は，継続的任務

にあたる特別委員会に関しては，設置の繰り返しという煩雑を避けるため，議院規則を

設置根拠とすることが通例である。議院規則を設置根拠とする主な特別委員会は以下の

通りである。

(2)省庁別委員会

1979年６月25曰，下院は,省庁別委員会（SelectCommitteesRelatedtoGovernment

Departments，ａｓ肋Cuﾉ〃αJsoDepartmentalSelectCommittees）設置を議決した。

省庁別委員会は，所管する省庁（governmentdepartments）及び関係公法人（asso‐

ciatedpublicbodies）の「歳出，行政及び政策を調査する」ことを任務とする（HCSO

Nol52(1))。すなわち，政府に対する監視を目的として，その政策及び行政活動全般

を包括的に調査する調査委員会であり，特別委員会の主軸となる。したがって，省庁別

委員会は，我が国やアメリカ連邦議会の常任委員会と異なり，法案や予算案の決定過程

に直接関与しない点に留意する必要がある。

省庁別委員会は，その名称が示す通り，所管が中央政府の主要省庁に対応して編成さ

れるという特徴を有する。したがって，政府省庁の組織再編に応じて，委員会も再編さ

れる20．現在，１８委員会から構成される（HCSONol52(2))。①地域共同体及び地方

政府（CommunitiesandLocalGovernment)，②法務（ConstitutionalAffairs)，③

文化・メディア及びスポーツ（Culture,MediaandSports)，④国防（Defence)，⑤

教育技能（EducationandSkills)，⑥環境・食糧及び農村（Environment,Foodand

RuralAffairs)，⑦外務（ForeignAffairs)，⑧保健（Health)，⑨内務（Home

Affairs)，⑩国際開発（InternationalDevelopment)，⑪北アイルランド（North

lrelandAffairs)，⑫科学技術（ScienceandTechnology)，⑬スコットランド

(ScottishAffairs)，⑭通商産業（Tradeandlndustry)，⑮運輸（Transport)，⑯大蔵

(Treasury)，⑰ウェールズ（WelshAffairs)，⑯雇用及び年金（Workand

Pensions)。

２０最近では，2006年７月に副首相府（住宅・都市計画・地方政府及び地方支庁）委員会（Office

oftheDeputyPrimeMinister：HOusing，Planning，LocalGovernmentandRegions）

が地域共同体及び地方政府委員会へ再編されている。
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(3)「省庁横断」委員会

政府の監視を同じく目的とし，省庁別委員会を補完する委員会として，複数省庁を横

断する事項の調査を任務とする，「省庁横断」（cross-cutting）委員会が設置される。①

ヨーロッパ事項監視委員会（EuropeanScrutinyCommittee,HCSONol43)21,②行

政特別委員会（SelectCommitteeonPublicAdministration，ＨＣＳＯＮｏ、146)22,③

公会計委員会（CommitteeofPublicAccounts，HCSONo148)，④環境評価委員会

(EnvironmentalAuditCommittee，ＨＣＳＯＮｏｌ５２Ａ)。

(4)連絡委員会

連絡委員会（LiaisonCommittee）は，①特別委員会の運用に関する一般事項を検証

する，②下院協議会（HouseofCommonsCommission）の求めに応じて特別委員会

の運用について助言を行う，③ウェストミンスターホールにおける会議（Sittingsin

WestminsterHall，ＨＣＳＯＮｏ、１０）の討議対象とする特別委員会報告書を選択して議

院へ報告する（ＨＣＳＯＮｏｌ４５(1))，及び，④公共政策事項に関して首相から証言ない

し意見を聴取する（HCSONol45(2)）という任務を有する。当該委員会は元来，特

別委員会制度の運用に関わる内部管理的任務を遂行するものである。したがって，省庁

別委員会制度の運用に関する報告書をしばしば提出し，その運用に係る評価及び勧告に

おいて重要な役割を果たしている（第３章第１節参照)。これに対して，首相質疑は，

2002年５月新たに加わった任務であり，特別委員会による政府監視調査の象徴となって

いる（第３章第２節３参照)。

委員に関しては，下院規則に定めがない。通常，ほとんどの特別委員会委員長に加え

て，反対党を除く野党を代表する議員１人，委員長候補となる議員１人が任命される羽。

現在，委員数は約35人である。定足数は３人である（HCSONol45(8))。権限とし

て，①証人召喚権及び文書提出要求権，並びに，②休会中に会議を開く権限，③報告

書を議院に随時提出する権限，④小委員会を設置する権限を有する（HCSONQ

145(4)，(6))。

(5)下院内部の管理運営

下院内部を管理運営する機関として伝統的に，特別委員会が設置されている。①議事

2lヨーロッパ共同体関連立法特別委員会（SelectCommitteeonEuropeanLegislation）の
後継である。

２２議会行政監察員特別委員会（SelectCommitteeontheParliamentaryCommissionerfor
Administration）の後継である。

２３MAY，sUpranotel6，ａｔ782；EvANs，sUprqnotel6，ａｔ３１；RoGERs＆WALTERs，sUp7.α

notelaat349.
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手続委員会（ProcedureCommittee，HCSONol47)，②政治倫理及び特権委員会２４

(CommitteeonStandardsandPrivileges，ＨＣＳＯＮｏ、149)，③管理委員会２５

(AdministrationCommittee，ＨＣＳＯＮｏ、139)，④財務及び庶務委員会2６（Fmance

andServicesCommittee，HCSONol44)。

３委員の任命及び任期

(1)総則

委員の定数は議院規則または付託命令によって定められる。委員会設置後,議院によっ

て委員が任命される。原則として，委員の選任は議員による動議に基づく（HCSONo、

121(1))。与党院内幹事（GovernmentWhip）が当該動議を提出するのが通例である。

事実上，二大政党の院内幹事の協議によって党派勢力比に応じて選任される。任命後の

委員変更も任命と同様の手続を以て行われる。委員の任期もまた，議院規則または付託

命令によって定められる。ただし，議会期を超えることはない。

(2)省庁別委員会

委員の最大定数は11ないし14人である（ＨＣＳＯＮｏ、152(2))27．委員は，委員選任委

員会（CommitteeofSelection）が選任し，当該委員会委員長または委員が２曰（休会

曰を除く）以上前に通告した動議に基づき，議院が決定する（HCSONol21(2))。特

別委員会委員は与党院内幹事が提出する動議によって選任されるのが原則であるから，

省庁別委員会委員はその例外をなす。習律上，政府監視調査を任務とする従来の特別委

員会と同じく，省庁別委員会委員も平議員のみから任命される。任期は，辞任しない限

り，議会期の間である（HCSONol52(5))。

４委員長

特別委員会の第１回会議冒頭に，委員による委員長選挙が行われる。候補者が事前に

241996年，①特権委員会（CommitteeofPrivileges）と②議員利害特別委員会（Select

CommitteeonMembers，Interests）が統合して，設置された。

252005年７月13日規則改正により，①放送特別委員会（SelectCommitteeonBroadcasting，

ＨＣＳＯｌ日Ｎｏ．139）並びに，②内部委員会（DomesticCommittees，ＨＣＳＯｌ日Ｎｏ．142）とし

て設置されていた，施設及び営繕（AccommodationandWorks)，管理（Administration)，

配膳（Catering)，及び，情報（Information）の各委員会が統合された。

２６下院（庶務）特別委員会（SelectCommitteeonHouseofCommonｓ［Services]）の後継

である。

２７国防，環境・食糧及び農村，外務，内務，通商産業，並びに，大蔵の各委員会が14人，北アイ

ルランド委員会が13人であり，その他は11人である。
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決定しているのが通例である。ただし，委員長選任権はあくまでも委員会自体の権限で

ある。委員長には，２議会期または継続８年の何れか長い期間までという任期制限が附

される（ＨＣＳＯＮｏｌ２２Ａ)。委員長の権限は，①採決する権限,②委員会の議事手続事

項を裁定する（ruling）権限である。しかし，所属委員の懲戒権はない。また，討論を

終結させる（closure）権限や，証人に対する尋問内容が委員会の任務の範囲内の事項

である限り，委員の尋問を制限する権限もない。省庁別委員会についても同様である。

５権限

(1)総則

特別委員会を設置する下院規則及び付託命令において，委員会の任務及び権限が定め

られる。委員会は授権された任務及び権限の範囲内で活動する。継続的調査を任務とす

る委員会には，証人召喚権及び文書提出要求権（powertosendforpersons，papers

andrecords）が授権される。当該諸権限を授権された委員会は，①他の委員会と証言

及び記録を相互に伝達しあう権限，②審議・証人喚問または報告案の検討という目的の

ために他の委員会と合同委員会を開催する権限，③合同委員会の委員長の選任を合意す

る権限を有する（ＨＣＳＯＮｏｌ３７Ａ(1))28゜加えて，主要な権限として，①休会または閉

会（adjournment,recess）中に会議を開く権限，②議事堂の外で会議を行う権限（国

内に限る場合と海外での会議をも認める場合とがある)，③委員会に付託された任務に

ついて議院へ随時報告する権限が授権される。調査権を授権された委員会は，収集した

証拠を議院へ報告する権限が必ず授権される。このほか，任務に応じてさまざまな権限

が授権される。例えば，①委員会に代理して調査を実行する者を任命する権限，②小委

員会を設置する権限である。

委員会を設置し，委員を任命した以後は，議院規則及び慣行の制約に服するほか，委

員会は授権された権限を自由に行使できる。

(2)省庁別委員会

①証人召喚権及び文書提出要求権，並びに，②休会または閉会中に会議を開く権限，

③会議場を変更する権限，④議院へ随時報告する権限といった，特別委員会一般に認め

られる権限が授権される（HCSONol52(4)(a))29゜ただし，省庁別委員会の調査活動

もまた，前述した通り（第１章参照)，非公式の手段を以て遂行される。このほか，次の

２８以前は省庁別委員会に認められていたが，全ての特別委員会に拡張された。

２９小委員会も同様の権限を有する（HCSONol52(4))。
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権限を有する。①１小委員会を設置する権限（HCSONol52(3))30,②容易に入手で

きない情報を得るため，または，委員会の付託命令の範囲内にある複雑な事項を解明す

るために，専門助言者（specialistadviser）を任命する権限（HCSONol52(4)(b))，

③小委員会において収集した証拠録を随時報告する権限，及び，小委員会の議事経過録

を議院へ提出する権限（HCSONol52(4)(c))。

６議事手続

(1)議事定足数

議事定足数は，下院規則または付託命令に他の定めがない限り，３人または委員定数

の４分の１のうち多い方である（HCSONol24(1))。

(2)超党派的な合意形成を中心とする形態

省庁別委員会を含む特別委員会の議事手続は，超党派的な合意形成を中心とする形態

が採用され，本会議，全院委員会及び常設委員会のそれと異なる。第一に，委員に対す

る院内幹事の統制が少なく，党派性が希薄である。第二に，委員間の合意が重視され，

採決を以て決着をつけることがほとんどない。

(3)任務遂行に関する会議

特別委員会の議事は，①任務遂行に関する会議（deliberativesession）と②証人尋問

(evidencesession）からなる。前者は秘密会である。したがって，委員のほか，委員会

書記（Clerkofthecommittee）及び専門助言者のみが出席できる。特別委員会室に

はＵ字形のテーブルが設置され，その中央に委員長が着席し，委員長の側に委員会書記

が着席する。専門助言者は委員と向かい合って着席する。主な議事内容は次の通りであ

る。①委員長の選任，②調査事項の決定，③議院外で調査を行う場合の出張に関する議

論，④専門助言者の任命についての審査,⑤特定の証人に対する尋問に関する方針につ

いての議論，⑥収集・受理した証拠の検討，⑦報告書の内容の合意，⑧報告書の字句の

検討,⑨報告書の正式な起草，⑩完成した報告書についての最終合意。

秘密会であることから，任務遂行に関する会議の雰囲気は形式張ったものではなく，

議事の大部分は非公式の合意形成の積み重ねによって進行する。つまり，報告書を正式

に可決する場合，あるいは，委員会の議事手続または委員長選挙に関する動議が提出さ

れた場合を除き，採決されることはない。大抵，委員長が見解を要約し，「……というこ

３０設置当初は，外務，内務，及び，大蔵公務員（大蔵の前身）の各委員会に限定されていた。現

在は，全ての委員会に認められる。
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とを我々は合意していると思う」または「我々が……すべきなのが一般的な見解のよう

だ」といった言葉で，委員会の決定を表明する。ただし，委員は正式の手続による採決

を求める権利を有する。

(4)証人尋問

特別委員会は，その議決により，証人尋問について部外者の傍聴を許可する権限を有

する（HCSONol25)。現在では，ほとんどの特別委員会が証人尋問を公開している。

証人尋問を公開する場合，傍聴人（圧力団体が中心，他に議会研究者など）は委員会室

後方で傍聴する。傍聴人が尋問を乱すような行為をした場合，衛視長（Serjeantat

Arms）を代表して委員会に出席している警察官が，委員長の指示に基づき，当該傍聴

人を退場させることができる（HCSONol61(2))。もっとも，このような事態は滅多

にない。公開された証人尋問は報道機関にも同じく公開される。この場合，委員会に報

道や放送を禁止する権限はない。

尋問手続は審議に比べて形式張る。委員長と委員の座席の位置は会議の際と変わらな

いが，専門助言者はテーブルの傍らに着席する。さらに，速記者も同席する。証人は委

員と向かい合って着席する。尋問様式は，委員会毎に独自の様式を発展させているので，

一般化は容易でない。ただし，二つの様式に分類できる。すなわち，①委員長または他

の委員が主尋問を行い，後に他の委員が補足的に尋問するという様式と，②委員長が委

員全員の尋問の機会を保障し，委員が順番に尋問するという様式である。

委員会が会議場を変更する権限を有する場合，出張尋問を行うことがある。また，証

拠収集のための非公式な出張が認められる。

７報告

証拠収集が終了すると委員会は報告書の作成に入る。この段階の最初は，収集した証

拠の検討や報告書の主な方針をめぐる討議に費やされる。その後，報告書の第一次原案

が起草される。起草者は通常，①委員会書記である。その他，②書記が専門助言者の補

佐を得て起草する場合，③専門助言者が起草する場合，④委員のうちの数人が共同で起

草する場合がある。起草完了後，草案が委員長に託され，委員長の意思によって修正が

施されて，報告書の委員長案として委員の間で回覧される。回覧後，草案をめぐる読会

(Reading）が開催される。採決は報告書の大部分について合意形成された段階で行な

われる。報告書の内容について合意がない部分が残っている場合，当該部分を含む報告

書の節（paragraph）について修正動議が提出され，採決される。修正動議の採決が完

了すると，「本報告書は議院への委員会報告書とすること（Tｈａｔｔｈｅｒｅｐｏｒｔｂｅｔｈｅ
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reportofcommitteetotheHouse）」を議題とする動議（question）が委員長から

提出され，採決される。これを以て，委員会報告書の内容が確定する。

報告書は，①報告書本体，②委員会議事経過録（minuteofproceedings)，③証拠録

(minuteofevidence）から構成される。証拠録には，委員会が収集し，報告書の基礎

となる証拠が記載される。しかし，機密情報につき，証人の要請及び委員会の合意によ

り証拠録に記載されないことがある（side-lining)。当該部分は，報告書の中で＊印に

よって示される。他に，証拠録に記載されない多くの証拠も報告書とともに議院に提出

され,下院図書館に保管され，議員の利用に供される。

特別委員会は，付託された任務には関係しない委員会の活動によって生じた問題に関

して，特別報告書（specialreport）を議院に提出できる。通常，特別報告書は，委員会

が以前提出した報告書に対する政府の応答を議院に報告するために用いられる。そのほ

か，例えばタ①付託命令または委員会の任務に関する委員会の所見，②将来取り扱うべ

き調査事項,③尋問した証人の行為に関する報告などが特別報告書として議院に提出さ

れる。

８終了

議院が議決する付託命令を根拠設置とする特別委員会は，付託命令または下院規則に

他の定めがない限り，議院への報告書提出を以て終了する。

９報告書に対する政府の応答

政府は，報告書公表後２ヶ月以内に報告書に対する応答ないし所見を公表することを

下院と合意しており，政府の内部規則もこの旨を確認している（Departmental

EvidenceandResponsetoSelectCommittees，ａｓ肋Cuﾉｎａｌｓｏｔｈｅ‘Osmotherley

Rule，，para、108)。主な報告書に対する政府の応答は勅命文書（CommandPaper）

として議院へ提出される。

１０議院における報告書に関する討議

省庁別委員会が提出した報告書のうち幾つかは議院における討議に附される。連絡委

員会は歳出予算定例曰（EstimatesDay）のうち３日間の議事を自由に処理する権限

を有する（HCSONol45(3))。当該定例曰において通常，２報告書が討議される31。

３１詳細につき，木下・前掲註（６）（三）196-198頁（第４章第４節第４款二）参照。
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さらに，年に24報告書が木曜午後のウェストミンスターホールにおける会議において討

議されることが許される。これらの討議に附す報告書の優先順位を決定する権限は連絡

委員会にある。そのほか討議に附されない多くの報告書は，審議に関連する報告書とし

て下院の議事日程表にその所在を記載される（tagged)。

第３章省庁別委員会の改革

第１節2002年改革の経緯3２

１運用上の問題点

一般に，省庁別委員会の設置は「２０世紀における最も重要な議会改革」と評される。

事実，省庁別委員会は，（表１）に示す通り，下院の活動において重要な位置を占めるに

至っている。1989-90年会期までの運用を総括した1990年議事手続委員会第１次報告書

は，幾つかの問題点を指摘しながらも，下院に対する政府の説明責任の確保に資するこ

とを以て，省庁別委員会が「立派なかつ成功した」制度である結論している33。

しかしながら他方，制度創設後20年余を経て，省庁別委員会によっては，下院院内総

務がその導入時に述べた「選挙を通じて下院に負託された職務をより有効に遂行し得る

よう権力の均衡を回復する」ことが実現されていない旨の批判も見出されるに至ってい

る。主要な批判は次のようにまとめられる。第一に，委員を指名する過程において，与

党院内幹事が強い影響力を行使している。第二に，委員会による調査及び勧告は政府の

政策形成に実質的影響を及ぼしていない。第三に，委員会は公務員の説明責任の追及に

資していない。第四に，調査対象が選択的であり（合意的アプローチを採用する結果，

与野党間で合意に至ることが可能な事項のみが調査され，結果的に，政府に対する批判

的調査が回避される)，報告書の内容が印象論の域を出ていない。

３２Ｓｂｅｇｅ"eraJly，ChrisSear，PatStrickland＆RuthWinstone，DepartmentalSelect

Committees，HCLibraryResearchPaperO2/3５（2002)；AlexandraKelso，‘Ｗｈｅｒｅｕﾉｅｒｅ

ｔ/ZeMzssedRα"ﾉｂｓｑ／Ｐａ７Ｊｉａｍｅ"tαⅣＨ２/brme7s?'：fAttjtudj"αJ,α"。‘C、伽tuaJ，

ＡｐｐｒｏａｃｈｅｓｔｏＰａｒｌｊａｍｅ"ta7､ｙＲａ/brm,９JLegis､Stu､５７（2003)．なお,邦語文献として，

梅津實＝キース・オールダーマン「イギリス下院における省庁別特別委員会制度の再検討」同

志社法学275号（2001年）１頁参照。

３３同報告書の内容を中心とする省庁別委員会に対する評価につき，木下・前掲註（６）（三）166‐

202頁（第４章第４節）参照。
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(表１）特別委員会活動の現況

(出典）会期活動報告書（SessionalReturns)鋼

２連絡委員会による改革案

(1)背景

1997-2001年議会期においては，以上の批判にもかかわらず，政府は，特別委員会制度

を改革の対象と見ていなかった。事実，下院内において政府が議事手続改革を主導する

場となった下院現代化委員会は，特別委員会を調査対象に取り上げなかった。これに対

して，連絡委員会は，任務遂行の一環として，省庁別委員会を中心とする特別委員会の

運用を検討していた。1997年，連絡委員会は，会期の当初における委員会設置の遅延，

大臣による委員会への出席拒否，省庁からの情報提供をめぐる問題等を含む,特別委員

会の運用に係る幾つかの側面について懸念を表明した35゜ただし，この時点ではなお，

委員会内において，特別委員会の運用に関する改革案を積極的に提示するという機運は

なかった。転機となったのは，1999年11月，連絡委員会委員数名とハンサード協会議会

監視に関する委員会委員との非公式な懇談である。この懇談を通じて，両者は，特別委

員会をめぐる問題点を議論し，連絡委員会側は特別委員会の役割及び機能を以前に増し

て詳細に分析する機会を得て，後の改革案提示の誘因となったのである。したがって，

省庁別委員会の改革は，イギリス議会下院において通常の形態である政府主導の議事手

続改革でない点に特徴がある36゜

(2)2000年連絡委員会第１次報告書

2000年３月，連絡委員会は，第１次報告書「均衡の回復一特別委員会と執行府一｣37を

下院へ提出した。当該報告書は，「全ての特別委員会委員長から構成される委員会とし

３４〈http://www､publications・parliament・uk/pa/cｍ/cmsesret・htm>、

３５ＨＣ３２３－Ｉ（1996-97)，FirstReportfromtheLiaisonCommittee，ＴｈｅＷｏｒｋｏｆｔｈｅ
ＳｅｌｅｃｔＣｏｍｍｉｔｔｅｅｓ

３６イギリスにおける政府主導による議事続改革という特質につき，seeANDREwKENNoN，THE
CoMMoNs:REFoRMoRMoDERNIsATIoN2-3（200D

３７ＨＣ３００（1999-2000)，FirstReportfromtheLiaisonCommittee,ShiftingtheBalance：
SelectCommitteesandtheExecutive、
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2003-04年会期

(2003年11月26日

～2004年11月18日）

2004-05年会期

(2004年11月23日

～2005年４月７日）

特別委員会委員に就任している議員数 373人 348人

特別委員会報告書の頁数の総計 41,720頁 34,514頁
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て〆我々の関心は〔省庁別委員会〕制度の実効性にある。２０年を経て－とりわけ国制

の変革（constitutionalchange）という現状において－さらなる改革及び現代化を

要する時期にある」（para８）との認識に立ち，これまでに見られない具体的な改革案

を勧告した点に特徴がある。改革案の主な内容は次のようにまとめられる。

①連絡委員会を「特別委員会パネル」（SelectCommitteePanel）に再編し，当該パネ

ル（議会期開始の時点においては，先任議員３名にから構成される）が，従来の委員選

任委員会に代えて，特別委員会委員を指名する（parasl4-15)。

②特別委員会委員を議員にとって魅力あるキャリアとするために，省庁別委員会委員長

に手当を支給し，秘書及び調査サービスのための費用を助成する（paras､30-33)。

③特別委員会が提出する報告書に関して全院による時宜に適った有効な（timelyand

effective）討議を行うため，週１回，質問時間（QuestionＴｉｍｅ）後の30分間を以て，

当曰から２週間以内に公表された報告書を議題とする討議を実施する（para､４０)。

④報告書に対する政府の応答はその公表後２ヶ月以内に行う旨の明確な準則にもかかわ

らず，余りに多くの応答が当該期限を遵守していない。省庁が当該期限の不遵守を続け

る場合，委員会は，報告書公表時において，公表後２ヶ月を過ぎた時点で責任を負う大

臣が委員会に出席することを要請すべきである。応答の質を改善するため，委員会は，

年次報告書を作成する際，応答すべき基準を作成する。特別委員会パネルは毎年，政府

全体の応答を検証する（paras､45-49)。

⑤政府歳出に関する討議曰を，関連する特別委員会報告書に係る討議も併せて行い，現

行の３日から６日に延長する（para､６０)。

⑥省庁別委員会が対応する省庁に関連する法律案に係る提出前審査（pre-legislative

scrutiny）を実施する（para､６２)。

(3)政府の消極的応答

しかし，同年５月，政府は連絡委員会の改革案に対して消極に応答した38。また，下院

現代化委員会がこれを取り上げることもなかった。この「ゼロ回答」とも評し得る政府

の対応に接して，連絡委員会は，第２次報告書を下院へ提出し，改革案が穏健であった

にもかかわらず，委員会とは明らかに異なる議会改革の方針に基づきなされた「政府の

３８ｃｍ４７３７（2000)，ＴｈｅGovernment，sResponsetotheFirstReportfromtheLiaison

CommitteeonShiftinRtheBalance：SelectCommitteesandtheExecutive、
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応答に失望し，驚いた」（para４）と政府を厳しく批判した3,。

32001-02年会期における展開

(1)委員選任における混乱

2001年６月，下院総選挙を経て新議会が召集されると，特別委員会改革は新たな展開

を見せた。

第一に，組閣の結果，第１次政権において外相（SecretaryofStateforForeign

andCommonwealthAffairs）だったRobinＣｏｏｋが下院院内総務に就任した。彼は，

第１次政権の前任者達と異なり，RichardCrossmanに匹敵し得る，議会制度に関する

卓見と政治指導力を有する政治家である点で衆目が一致していた。

第二に，会期初めの特別委員会委員の選任において事件が発生した。委員選任委員会

は，交通小委員会委員長だったGwynethDunwoody及び外務委員会委員長だった

DonaldAndersonを特別委員に再任しなかった。両議員は何れも，下院内において確

固とした名声を得たベテラン平議員であり，以前に，政府の行為を批判する委員会報告

書の公表を指導したことがあった。この再任拒否は，与野党を問わず，下院全体から反

発を受けた。2001年７月16日，下院は特別委員会委員の選任に関する討議を行った40．

当該討議において，与党院内幹事が委員の選任手続に介入し，今回の選任拒否は特別委

員会が政府を批判することを阻止しようとする一例であるとの批判が，野党に加えて，

労働党平議員からも続出した。討議の後，Dunwoodyが前議会期に委員だった交通・地

方政府及び地域委員会の委員選任案は，308対221を以て否決された41．Andersonが委員

だった外務委員会の委員選任案も，301対232を以て否決された４２．否決を承けて，同月１９

曰，両議員を再任する委員選任の修正案が討議，可決されたのであるｲ３．

(2)下院現代化委員会による改革案

この事態に直面して，政府は，これまでの方針を変更し，特別委員会改革に着手した。

2001年７月19曰の討議において，Ｃｏｏｋは，同年秋までに下院現代化委員会において改

革案を検討して提案する旨を発言した。この方針転換は，Ｃｏｏｋのリーダーシップに拠

るところが大きい。Blair首相は特別委員会改革に積極的に取り組む必要はない旨を指

３９ＨＣ７４８（1999-2000)，SecondReportfromtheLiaisonCommittee，Independenceor
Control？

４０３７２ＨＣＤｅｂｃｏｌｓ３５－９１（１６Jun、2001)．

４１３７２ＨＣＤｅｂｃｏＬ８１（１６Jun、2001)．

４２３７２ＨＣＤｅｂｃｏＬ７７（１６Ｊｕｎ2001)．

４３３７２ＨＣＤｅｂｃｏｌｓ、508-20（l9Jun、2001)．
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示したと伝えられる。しかし，Ｃｏｏｋは，MegRussell及びGregPowerといった議会

制度の専門家を議会外から助言者として招き，議会改革に積極的に関与し始めたのであ

る。

下院現代化委員会は，2001年12月，院内総務による覚書の形式による改革案の協議文

書（consultativepaper）の公表を経て44,翌2002年２月，特別委員会の改革プログラム

を提案する第１次報告書を下院へ提出した45.本報告書は，特別委員会「改革」に関す

る1979年の創設以降最も包括的な検討だった。加えて，改革案となる委員会による勧告

は，自らその貢献を認める通り，連絡委員会における議論のほか，ハンサード協会議会

監視に関する委員会報告書，保守党議会強化委員会報告書といった議会外からの改革論

から多くの示唆を得ていた。主な内容は次のようにまとめられる。

①委員指名委員会の設置

特別委員会委員の選任に関して，議会期の始めに，委員指名委員会（Committeeof

Nomination）を歳入予算委員長（ChairmanofWaysandMeans）の下に設置する。

歳入予算委員長は，当該委員会の議事を進行するものとするが，委員長の中立性を保持

するため,表決権を有しない（para､１５)。委員長候補者団（Chairmen，ｓＰａｎｅＬＨＣＳＯ

Ｎｏ、４）の任命は厳格に議長の所管とし，いかなる政党の利益及び働きかけも排する

(para、１６)。委員指名委員会の委員構成46は議院規則を以て規定する（para、１７)。

②省庁別委員会の任務の明確化

従来，省庁及び関係公法人の歳出，行政及び政策を調査するという任務をどのように

果たすか－例えば，具体的な調査事項の選択一は，委員会独自の判断に委ねられて

４４ＨＣ４４０（2001-02)，MemorandumSubmittedbytheLeaderｏｆｔｈｅＨｏｕｓｅｏｆＣｏｍｍｏｎｓ，

ModernisationoftheHouseofCommons：AReformProgrammeforConsultatio､．た

だし，特別委員会改革に関する限り，当該覚書は，「決意表明」にとどまり，実質的内容を含む

ものでない（paras5-6)。

４５ＨＣ２２４－Ｉ（2001-02)，FirstReportfromtheSelectCommitteeonModernisationofthe

HouseofCommons，SelectCommittees：Report，togetherwiththeProceedingsofthe

CommitteerelatingtotheReport；ＨＣ２２４－ＩＩ（2001-02)，FirstReport，Select

Committees：MinutesofEvidenceandAppendices、

４６具体的には次の通りである。①委員長：歳入予算委員会委員長，②委員（９人）：①７人の委

員長候補者団員（内訳は，議員歴の長い１１項に４人の与党所属団員〔うち１人は最も議員歴の長

い女性議員とする〕，議員歴の長い順に２人の反対党所属団員〔うち１人は最も議員歴の長い女

性議員とする〕及び最も議員歴の長い野党第二党所属団員)，議員歴が最も長い②与党所属平議

員及び③野党所属平議員。
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きた。これに対して，委員会は，省庁別委員会の中核任務に関する合意宣言が存在する

ぺきであるとする。当該委員会の主要目的と考えられ得るものの例示として下記のモデ

ルを勧告する（paras33-34)。

・主要な政策提案を調査すること

・生起しつつある主要問題に対する政府の対応を調査すること

・現在の政策の修正が必要である理由を示す証拠があると委員会が考える点について

変更を提案すること

・議会提出前における法律案草案の審査（pre-legislativescrutinyofdraftbills）

を行うこと

・主な歳出予算（Estimate)，年次歳出計画（annualexpenditureplan）及び年次

資産会計報告（annualresourceaccounts）を検証し，〔議院へ〕報告すること

・公役務協定（publicserviceagreement）における目標に反する活動を監視するこ

と

.少なくとも年１回は各大臣から証拠を得ること

・独立した業務監査機関及び監察員（regulatorsandinspectors）から証拠を得る

こと

・行政法人の報告書を調査すること

・国務大臣，または，上級担当大臣による主要な任用を調査し，適当と認める場合は

〔議院へ〕報告すること

・委員会の所管事項に含まれる条約を検証すること

③委員会による勧告のフォロー

各省庁別委員会は，連絡委員会によるさらなる調査の基礎となる年次報告書を作成し，

連絡委員会へ提出する（para､３５)。

④委員長の手当

議員としてのキャリアを政府の監視に捧げる価値に鑑みて，調査を任務とする主要な

特別委員会の委員長に手当を支給することが認められるべきである（para､４３)。

⑤委員会補佐機構の強化

下院協議会（HouseofCommonsCommission，ＨｏｕｓｅｏｆＣｏｍｍｏｎｓ

[Administration］Actl978）は，専門的支援スタッフから構成される本部（central

unitofspecialistsupportstaff）を設置するために必要な財政措置を講ずる（para、

28)。会計検査局（NationalAuditOffice）は,特別委員会のための専門家その他スタッ

フの必要性を評価することを補佐し，最良の形態を助言すべきである。下院委員会は提
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案されたスタッフ増員のための財政措置を好意的に考慮すべきある（para、２９)。

下院現代化委員会の勧告は，1997-2001年議会期における政府の対応とは異なり，2000年

連絡委員会第１次報告書に近い立場を採用したものである。連絡委員会は当然，これら

の勧告を支持したのである４７゜

(3)下院における討議一委員指名委員会設置案の頓挫一

2002年５月14曰，下院は下院現代化委員会による特別委員会改革案に関して討議を行っ

た48．改革案の各事項が自由投票を以て分列表決（division）にかけられた。政府が予

期しない事件が再び発生した。改革案のうち，今回の改革の契機であり，院内総務及び

下院現代化委員会が最重点事項と位置づけていた，委員指名委員会設置に伴う下院規則

改正が209対195を以て－僅差ではあるが－否決されたのである49゜しかし，委員指

名委員会の設置以外の下院現代化委員会の勧告は実施される運びとなった。

第２節2002年改革の実施及び運用

１省庁別委員会の目標及び任務の明確化

(1)背景

省庁別委員会の制度趣旨は，体系的・包括的な政府監視にある。他方，各委員会は，

下院から授権された任務及び権限の範囲内で，調査事項の選択及び調査方法をはじめと

する調査活動の内容を自律的に決定できる。この結果，調査活動の内実は，質量ともに，

委員会によって著しく異なる。ハンサード協会議会監視に関する委員会報告書の調査に

拠ると，1997-98年及び1998-99年会期に関して，次の通りである50゜①各委員会が下院に

提出した報告書数について，最多が3３（環境・運輸及び地方委員会Environment，

TransportandRegionalAffairsCommittee)，最少が４（スコットランド委員会）

であった。②報告書の調査事項を財政・行政及び政策という主要３領域を以て分類する

と，報告書総数258のうち，政策面に係るものが199（総数比〔以下同じ〕77.1％)，行政

４７ＨＣ６９２（2001-02)，SecondReportfromtheLiaisonCommittee，SelectCommittees：

ModernisationProposals

48385HCDebcols、648-730（１４Ｍａｙ2002)．

４９３８５ＨＣＤｅｂｃｏｌｓ７１６－１９（１４Ｍａｙ2002)．

５０TheReportoftheHansardSocietyCommissiononParliamentaryScrutiny，The

ChallengeforParliament：MakingGovernmentAccountable，Appendix5，Surveyof

Subject-matterofHouseofCommonsSelectCommitteeReports，1997-98andl998-99
（2001)．
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面に係るものが153（59.3％）である一方，財政面に係るものは8８（34.1％）にとどま

る51゜このような調査活動の多様性と偏向性は，省庁別委員会制度「全体」として見る

ならば，体系性に欠け，弱点となっていると指摘されてきた。したがって，この解決策

として，調査活動における委員会の自律性を留保する一方，委員会の任務の雛型を策定，

標準化を図ることが主張されるのである。

2000年連絡委員会第１次報告書は，「特別委員会制度の活動は一貫しておらず，一様

でない（unalloyed)。1979年以降の５議会期の間，異なる委員会が異彩を放ったが，直

面した困難を乗り越えることが困難だと悟った委員会もあった」との認識を示した52．

当該報告書の公表後，委員会の共通目標の策定というアイディアは，政府との意見交換

を通じてより明確になり，2002年下院現代化委員会第１次報告書における勧告に至るの

である（第１節３(2)参照)。

委員会の目標及び任務の明確化は，同時期に公表された議会外の改革論からも支持を

得た。第一に，保守党議会強化委員会（ConservativeCommissiontoStrengthen

Parliament，ａＭＢ"CuﾉnaJsoNortonCommittee）報告書（2000年７月）は，「委員会

〔調査〕が予算，計画並びに成果及び活動分析に焦点を合わせることを促す連絡委員会

の勧告を支持する」旨を表明した53．第二に，前述のハンサード協会報告書は，以下の

通り，より具体的に勧告した54.①「委員会を通じた〔政府の〕説明責任〔の確保〕を

改善するために，委員会の任務をより綿密に特定し，外部の監視メカニズムとの関係を

正式にして，議会の他の活動への委員会のインプットを増加すべきであると考える」

(para､3.22)。②「取扱う問題の範囲を改善し，業務監査機関の職務を利用し，委員会

の活動を継続的なものにするために，委員会は，議会期中における事前に合意された目

標に応えるべきである。これらの目標は，委員会の活動を評価できる基準となり得よう」

(para,3.25)。③「これらの目標は，連絡委員会との間で合意されるべきであり，連絡

委員会は，議会期中の進展を監視することについて責任を負うよう改革されるべきであ

る」（para、3.26)。このように述べた上，委員会の具体的目標を提案している（para、

3.26,Figure3B)。

５１複数の領域にわたる事項を調査する報告書については領域ごと重複して数えているので，総

計は報告書総数を超えている。

５２ＨＣ３００（1999-2000)，sUpranote37，para､６．

５３ＴｈｅＲｅｐｏｒｔｏｆｔｈｅＣｏｍｍｉｓｓｉｏｎｔｏＳｔｒｅngthenParliament，StrengtheningParliament，

３１（2000)；〈http://www・conservatives・com/pdf/nortonpdf〉（visited:５Ｊｕｌｙ2007)．

５４HansardSocietyCommissiononParliamentaryScrutiny，sup7anote50．
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(2)運用

下院は，現代化委員会による勧告を考慮して，省庁別委員会の共通目標を確定するこ

とを連絡委員会に要請する旨を議決した55.2002年６月20曰，連絡委員会は，（表２）に

示す目標及び任務の一覧を合意した。2003年３月，省庁別委員会の活動に係る年次報告

書において当該一覧を公表した56．各委員会は，年次報告を行う際の雛型として当該一

覧を用いている。

(表２）省庁別委員会の目標及び任務一例示的雛型一

５５３８５ＨＣＤｅｂｃｏＬ７１５（１４Ｍａｙ2002)．

５６ＨＣ５５８（2002-03)，FirstReportfromtheLiaisonCommittee,AnnualReportfor2002，

paral3andAppendix3．なお，法務委員会の目標及び任務に係る邦訳として，齋藤憲司

「英国の憲法改革の新段階一憲法問題省創設と大法官廃止・議会の憲法委員会・憲法改革法

案一」レファレンス646号（2004年）５３頁以下,６２頁参照。
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目標Ａ省庁の政策を検証、論評すること

任務１

緑書、白書、要綱草案その他において示される、連合王国政府及びヨーロッパ委員会

(Eｕropean Commission）からの政策提案を検証すること。委員会が適切であるこ

と考えるときは、さらなる調査を行うこと。

任務２
生起しつつある政策領域を明確にし、検証すること。または、既存の政策に欠点があ

るときは、提案を行うこと。

任務３ 委員会の責任の範囲に含まれる公表された法律案草案を精査すること。

任務４ 文書またはその他の決定において表明された省庁の特定の成果を検証すること。

目標Ｂ省庁の歳出を検証すること

任務５
省庁、行政法人及び非省庁公法人（NDPB：Non-DepartmentalPublicBodies）の

歳出計画及び執行額（out-turn）を検証すること。

目標Ｃ省庁の行政を検証すること

任務６
公役務協定、これに付随する政策目標及び措置に係る統計を検証すること。適切なと

きは、報告書を検証すること。

任務７
省庁が所管する行政法人、非省庁公法人、業務監査機関及びその他関係公法人の運営

を監視すること。

任務８ 省庁による主要な任用を精査すること。

任務９ 立法及び主要な政策提案の実行を検証すること。

目標、議院における討議及び議決を補佐すること

任務1０
議院（ウェストミンスターホール、討議を行う委員会を含む）における討議に適して

いる報告書を作成すること。
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２委員長手当の支給

下院は，いかなる手当が特別委員会委員長にとって適当かについて調査することを上

級公務員給与審議会（ReviewBodyonSeniorSalaries）に要請する旨を議決した57．

当該審議会は，2003年１月24曰，下院総務に報告を行い，７月17曰，報告書として公表し

た58．この中において，特別委員会委員長への手当支給の導入する前に，「支払われてい

る，または，対立している」議会外の議員利益（``paidorconflicting',outsideinter‐

ests）を放棄することを委員長手当の支給要件とするかに関して下院自体が決定するべ

き旨を勧告した（para、2.34)。当該勧告を承けて，院内総務は政治倫理及び特権委員

会委員長にこの問題を検討することを書面声明において要請し59,当該委員会が検討に

あたることになった。１０月15曰，政治倫理及び特権委員会は第６次報告書を議院に提出

した60．同月30曰，下院は，当該報告書を是認する旨を議決,手当が支給されることとなっ

た。手当支給は2003-04年会期から施行され，委員長は手当12,500ポンド（約250万円)61

を受給している。

３首相の連絡委員会への出席及び質疑

特別委員会改革は予期せぬ余波に及んだ。首相の連絡委員会への出席及び質疑の実施

と定例化である。首相は，下院においては議院及び委員会を問わず，首相質問（Prime

Minister，sQuestions）を除いて出席しないことが習律であると解されてきた。当該習

律は，議院及び特別委員会において自らの責任領域について答弁するのは各国務大臣で

あり，首相ではないという原則に基づく62゜ただし，実例においては，1937-38年会期中，

NevilleChamberlain首相が，秘密法に関する特別委員会に出席していた。この際，首

相は，兼任していた下院院内総務という資格で出席したが，これと同様の委員会出席が

それまでの８年間で４回存した63．他方，首相側は，少なくもと1945年以降，首相は特別

５７３８５ＨＣＤｅｂｃｏＬ７２３－２５（l4May2002)．

５８ｃｍ５６７３（2003)，ＳＳＲＢＲｅｐｏｒｔＮｏ５５,PayforSelectCommitteeChairmeｎ
５９４０９ＨＣＤｅｂｃｏｌｓ、83-84ＷＳ（l7JuL2003)．

６０ＨＣ１１５０（2002-03)，ＳｉｘｔｈＲｅｐｏｒｔｆｒｏｍｔｈｅＣｏｍｍｉｔｔｅｅｏｎＳtandardsandPrivileges，
PayforSelectCommitteeChairmen、

６１支給額は上級公務員給与審議会の勧告に基づく。

６２ＨＣ３２１（2000-01)，FirstReportfromtheLiasonCommittee，ShiftingtheBalance：

UnfinishedBusiness，ｐａｒａｌ４５（首相の返書）なお，下院特別委員会の召喚権は，大臣，首相
を含む下院議員にはそもそも及ばない。詳細につき，木下・前掲註（６）（－）1253頁（第１章

第２節二)，（三）167-172頁（第４章第４節第２款一～二）参照。

６３Sear，Strickland＆Winstone，sUpranote32，ａｔ50-51．連絡委員会は，当該習律が「近
時の習律」（recentconvention）であるとする。ＨＣ３２１（2000-01)，sUpranote62,ｐａｒａ145．
（首相への書簡）
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委員会において答弁していないとしている６４．

首相の委員会への出席要求は，首相質問の定例時間の短縮後65,特に平議員から高まっ

ていた。そもそも，首相質問は「政府の政策を熟考探究するためのフォーラムとして適

切または十分でない｣６６とも指摘される。また，政府「全体」（Governmentasa

moZe）の監視を改善するという観点から，「政府の全般的方向と活動に関して答弁し得

る唯一の大臣は首相その人であろう」ことから，特別委員会における首相の質疑の必要

性が認識されるようになった67.

2000年５月から６月にかけて，行政特別委員会が，大臣規範（MinisterialCode）に

関する調査の一環として，委員会への出席及び質疑を首相に要請した。しかし，首相は，

前述の習律を根拠として当該要請を何れも謝絶した。行政特別委員会は，首相との間に

交換された書簡を報道発表として公表する68とともに，2001年第３次報告書において，

首相と連絡委員会との間において，政府の年次報告書を基礎として用いた質疑内容に係

る厳格な合意の下，１年１回の会議開催に向けて調整するべき旨を勧告した69．これを

承けて，2000年12月14曰，連絡委員長は，出席及び質疑を要請する書簡を首相に宛てた。

しかし，首相は，2001年１月29曰付返書において再び，習律を同じく援用して当該要請

を謝絶した70．連絡委員会は，「首相の返答に失望し」（para，146)，「今後の検討におい

て，首相が我々の招致を受諾できると思うことを希望する」旨を表明した（paral51)。

2002年下院現代化委員会第１次報告書においても，この点は勧告として取り上げられな

かった。

ところが，2002年４月26日，政府は，首相が６ヶ月ごとに連絡委員会に出席し，政府

の政策及び活動に関する質疑に答弁する旨を突然発表した71．下院は，５月14曰の討議

において，公共政策事項に関して首相から証言ないし意見を聴取する権限を連絡委員会

６４ＨＣ３２１（2000-01)，sUp7anote62,ｐａｒａ145．（首相の返書）

６５木下和朗「イギリス議会下院における議会質問制度の現況」上田章先生喜寿記念『立法の実

務と理論」（信山社。2005年）所収957頁以下，963頁参照。

６６ＨＣ２３５（2000-01)，ThirdReportfromtheSelectCommitteeonPublicAdministration，

TheMinisterialCode：ImprovingtheRuleBook，ｐａｒａ２Ｌ

６７ＨＣ３２１（2000-01)，sUp7anote62，paras、143-44.

68InvitationtothePrimeMinistertoGiveEvidenceontheMinisterialCode，Select

CommitteeonPublicAdministrationPressNoticeNo20（1999-2000）（２２Jun、2000)．

６９ＨＣ２３５（2000-01)，sUp7anote66，ｐａｒａ２Ｌ

７０ＨＣ３２１（2000-01)，sUp7anote62，ｐａｒａｌ４５

７１ＨＣ９８４（2001-02)．FirstSpecialReportfromtheLiasonCommittee，Evidencefrom
thePrimeMinister．
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【論説】

に付与する下院規則改正を行った（HCSONol45(2))。

連絡委員会における最初の首相質疑は，７月16曰に実施された。この後，年２回の質

疑が定例化し，2005-06年会期終了までに９回実施されている72．首相質疑に関する運用

は，連絡委員会が，全ての委員一特別委員長一が受容できような質疑様式を見出さ

なければならず，急速に形成された。2001-05年議会期までに確立された具体的手続は

次の通りである。①連絡委員会は，来たる質疑の際に取り扱う予定である三つのテーマ

ないし問題点を首相及び報道機関に告知する。②質問及び答弁は，首相質問に比べて，

建設的・情報提供的及び非党派的対話を認める傾向にある。③質疑時間は２時間30分と

し，ある程度詳細に問題点を検討できる機会を提供する。さらに，覚書または追加情報

を連絡委員会へ質疑後に提出することが首相としばしば合意されている73．

首相質疑は特別委員会がイギリス議会政において占める地位の向上に資するものと言

えよう。

４委員会補佐機構の強化

従来，全ての特別委員会が，委員会独自のスタッフ（約130人)，場合によっては専門

助言者（約150人）によって補佐されている。これに加えて，2002年11月，委員部

(CommitteeOffice）内に弁護士，会計士など専門家18人からなる専門調査室

(ScrutinyUnit）が設置された。専門調査室は，①省庁に係る歳出予算，年次報告及び

会計報告その他財政情報の分析，②法律案草案の精査について，特別委員会の調査を補

佐するものである。

[付記］本稿第１章～第３章は，衆議院調査局議会制度等研究グループにおける報告

（2006年５月22日，於衆議院第二議員会館）に基づくものである。

７２尋問記録につき，see,ＨＣ１０９５（2001-02）；HC334-i-ii（2002-03）；ＨＣ３１０ｉ~iｉ（2003-04)；

ＨＣ３１８ｉ（2004-05）；HC709-i~iii（2005-06)．

７３ALExBRAzIER，MATTHEwFLINDERs＆DEcLANMcHuGH，NEwPoLITIcs，NEwPARuAMENT？A

REvIEwoFPARLIAMENTARYMoDERNIsATIoNsINcE1997，ａｔ38-39（2005)．
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